
住基ネットの利用状況

厚生年金・国民年金等における被保
険者等の住所変更等の届出に利用を
検討（H23.4～目途）

○ 被保険者等による住所変更等の届出を原則廃止

※ (財)社会経済生産性本部情報化推進国民会議は、住基ネット活用によるベネフィットは平成17年度でも183億円/年、数年後には917億円/年と試算(H18.5)。

市町村間のやりとりのオンライン化
○ 年間約420万件の転入通知をオンライン化

（平成18年度）

○ 国の行政機関等に対し年間約7000万件の情報提供

○ 地方公共団体において年間約400万件の情報提供

※ 年間約1400万件の現況届等が省略

※ 年間約440万件の住民票の写しの添付が省略

(平成18年度)

住基法に定められた国の行政機
関等、地方公共団体の事務の処理
に関し、本人確認情報を提供

・ 旅券の発給申請
・ 厚生年金、国民年金の裁定請求
・ 恩給、共済年金の支給
・ 司法試験の実施
・ 建設業法による技術検定の実施
・ 厚生年金・国民年金等の支給（H18.10
～）

等

労災障害補償年金の支給事務につい
て利用を検討
（行政苦情救済推進会議の意見を踏まえた総務省行
政評価局の斡旋（H18.10））

○ 年間約10万件の住民票の写しの添付が省略（見込み）

⇒ 年間約3000万件以上の現況届が省略
(平成19年度見込み)

資料１０
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指
定

情
報

処
理

機
関

に
お

け
る

本
人

確
認

情
報

の
提

供
状

況
(
平

成
1
8
年

度
、

速
報

値
）

提
供

先
事

務
区

分
提

供
件

数
(件

)

内
閣

府
特

定
非

営
利

活
動

促
進

法
に

よ
る

同
法

第
１

０
条

第
１

項
の

認
証

、
同

法
第

２
３

条
第

２
項

の
届

出
又

は
同

法
第

３
４

条
第

３
項

の
認

証
に

関
す

る
事

務
8
9
7

恩
給

法
（

他
の

法
律

に
お

い
て

準
用

す
る

場
合

を
含

む
。

）
に

よ
る

年
金

で
あ

る
給

付
の

支
給

に
関

す
る

事
務

4
,5
6
3
,6
8
3

執
行

官
法

附
則

第
１

３
条

の
規

定
に

よ
る

年
金

で
あ

る
給

付
の

支
給

に
関

す
る

事
務

4
9
2

国
会

議
員

互
助

年
金

法
を

廃
止

す
る

法
律

又
は

同
法

附
則

第
２

条
第

１
項

の
規

定
に

よ
り

な
お

そ
の

効
力

を
有

す
る

こ
と

と
さ

れ
る

旧
国

会
議

員
互

助
年

金
法

に
よ

る
年

金
で

あ
る

給
付

の
支

給
に

関
す

る
事

務
4
,0
4
0

地
方

公
務

員
共

済
組

合
地

方
公

務
員

等
共

済
組

合
法

又
は

地
方

公
務

員
等

共
済

組
合

法
の

長
期

給
付

等
に

関
す

る
施

行
法

に
よ

る
年

金
で

あ
る

給
付

の
支

給
に

関
す

る
事

務
1
4
,5
5
6
,3
1
2

地
方

議
会

議
員

共
済

会
地

方
公

務
員

等
共

済
組

合
法

に
よ

る
年

金
で

あ
る

給
付

の
支

給
に

関
す

る
事

務
3
9
5
,9
9
3

地
方

公
務

員
災

害
補

償
基
金

地
方

公
務

員
災

害
補

償
法

に
よ

る
公

務
上

の
災

害
若

し
く

は
通

勤
に

よ
る

災
害

に
対

す
る

補
償

又
は

福
祉

事
業

の
実

施
に

関
す

る
事

務
1
,6
9
4

電
気

通
信

事
業

法
に

よ
る

同
法

第
９

条
の

登
録

、
同

法
第

１
３

条
第

４
項

の
届

出
、

同
法

第
４

６
条

第
３

項
（

同
法

第
７

２
条

第
２

項
に

お
い

て
準

用
す

る
場

合
を

含
む

。
）

の
交

付
、

同
法

第
１

１
７

条
第

１
項

の
認

定
又

は
同

法
第

１
２

２
条

第
５

項
の

届
出

に
関

す
る

事
務

7
,8
7
0

日
本

電
信

電
話

株
式

会
社

等
に

関
す

る
法

律
に

よ
る

同
法

第
１

０
条

第
２

項
の

認
可

に
関

す
る

事
務

1
4

電
波

法
に

よ
る

同
法

第
４

条
の

免
許

、
同

法
第

８
条

第
１

項
の

予
備

免
許

、
同

法
第

２
４

条
の

６
第

２
項

（
同

法
第

２
４

条
の

１
３

第
２

項
に

お
い

て
準

用
す

る
場

合
を

含
む

。
）

の
届

出
、

同
法

第
２

７
条

の
１

８
第

１
項

の
登

録
、

同
法

第
３

７
条

の
検

定
、

同
法

第
４

１
条

第
１

項
の

免
許

又
は

同
法

第
４

８
条

の
２

第
１

項
の

船
舶

局
無

線
従

事
者

証
明

に
関

す
る

事
務

2
1
,3
8
7

司
法

試
験

法
に

よ
る

司
法

試
験

の
実

施
に

関
す

る
事

務
9
,5
3
1

不
動

産
登

記
法

に
よ

る
不

動
産

の
表

題
登

記
（

同
法

第
２

条
第

２
０

号
に

規
定

す
る

表
題

登
記

を
い

う
。

）
、

表
題

部
所

有
者

（
同

条
第

１
０

号
に

規
定

す
る

表
題

部
所

有
者

を
い

う
。

以
下

こ
の

欄
に

お
い

て
同

じ
。

）
の

氏
名

若
し

く
は

名
称

若
し

く
は

住
所

に
つ

い
て

の
変

更
の

登
記

若
し

く
は

更
正

の
登

記
、

表
題

部
所

有
者

に
つ

い
て

の
更

正
の

登
記

、
所

有
権

の
保

存
若

し
く

は
移

転
の

登
記

又
は

登
記

名
義

人
の

氏
名

若
し

く
は

名
称

若
し

く
は

住
所

に
つ

い
て

の
変

更
の

登
記

若
し

く
は

更
正

の
登

記
に

関
す

る
事

務

1
,5
0
4

後
見

登
記

等
に

関
す

る
法

律
に

よ
る

同
法

第
７

条
又

は
第

８
条

の
登

記
に

関
す

る
事

務
6
,0
7
2

国
家

公
務

員
共

済
組

合
法

又
は

国
家

公
務

員
共

済
組

合
法

の
長

期
給

付
に

関
す

る
施

行
法

に
よ

る
年

金
で

あ
る

給
付

の
支

給
に

関
す

る
事

務
6
,5
4
9
,5
9
4

旧
令

に
よ

る
共

済
組

合
等

か
ら

の
年

金
受

給
者

の
た

め
の

特
別

措
置

法
に

よ
る

年
金

で
あ

る
給

付
の

支
給

に
関

す
る

事
務

1
7
,1
4
3

厚
生

年
金

保
険

法
等

の
一

部
を

改
正

す
る

法
律

附
則

第
３

２
条

第
２

項
に

規
定

す
る

存
続

組
合

又
は

同
法

附
則

第
４

８
条

第
１

項
に

規
定

す
る

指
定

基
金

厚
生

年
金

保
険

法
等

の
一

部
を

改
正

す
る

法
律

附
則

第
３

２
条

第
２

項
第

１
号

又
は

第
３

号
に

規
定

す
る

年
金

で
あ

る
給

付
（

当
該

給
付

に
相

当
す

る
も

の
と

し
て

支
給

さ
れ

る
も

の
を

含
む

。
）

に
係

る
権

利
の

決
定

若
し

く
は

支
給

の
停

止
の

解
除

又
は

受
給

権
者

に
係

る
届

出
に

関
す

る
事

務

8
4
7
,3
0
3

財
務

省
関

税
法

に
よ

る
同

法
第

２
４

条
第

２
項

の
許

可
に

関
す

る
事

務
7
6

日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済
事
業
団

私
立

学
校

教
職

員
共

済
法

に
よ

る
年

金
で

あ
る

給
付

の
支

給
に

関
す

る
事

務
1
,7
6
3
,0
9
1

文
部

科
学

省
放

射
性

同
位

元
素

等
に

よ
る

放
射

線
障

害
の

防
止

に
関

す
る

法
律

に
よ

る
同

法
第

３
５

条
第

２
項

か
ら

第
４

項
ま

で
の

交
付

に
関

す
る

事
務

1
0
5

総
務

省

総
務

省

法
務

省

国
家

公
務

員
共

済
組

合
連
合
会

2



健
康

保
険

法
に

よ
る

同
法

第
１

２
６

条
第

２
項

の
交

付
に

関
す

る
事

務
6
0
,1
4
5

船
員

保
険

法
に

よ
る

年
金

で
あ

る
給

付
に

係
る

権
利

の
裁

定
若

し
く

は
支

給
の

停
止

の
解

除
又

は
受

給
権

者
に

係
る

届
出

に
関

す
る

事
務

6
1
,9
1
3

厚
生

年
金

保
険

法
に

よ
る

年
金

で
あ

る
給

付
に

係
る

権
利

の
裁

定
若

し
く

は
支

給
の

停
止

の
解

除
又

は
受

給
権

者
に

係
る

届
出

に
関

す
る

事
務

2
,9
1
4
,7
9
8

厚
生

年
金

保
険

法
等

の
一

部
を

改
正

す
る

法
律

附
則

第
１

６
条

第
３

項
又

は
第

７
項

の
規

定
に

よ
り

厚
生

年
金

保
険

の
管

掌
者

た
る

政
府

が
支

給
す

る
も

の
と

さ
れ

た
年

金
で

あ
る

給
付

に
係

る
権

利
の

決
定

若
し

く
は

支
給

の
停

止
の

解
除

又
は

受
給

権
者

に
係

る
届

出
に

関
す

る
事

務

1
6
1
,6
4
4

厚
生

年
金

保
険

制
度

及
び

農
林

漁
業

団
体

職
員

共
済

組
合

制
度

の
統

合
を

図
る

た
め

の
農

林
漁

業
団

体
職

員
共

済
組

合
法

等
を

廃
止

す
る

等
の

法
律

附
則

第
１

６
条

第
３

項
の

規
定

に
よ

り
厚

生
年

金
保

険
の

管
掌

者
た

る
政

府
が

支
給

す
る

も
の

と
さ

れ
た

年
金

で
あ

る
給

付
に

係
る

権
利

の
決

定
若

し
く

は
支

給
の

停
止

の
解

除
又

は
受

給
権

者
に

係
る

届
出

に
関

す
る

事
務

4
8
3

国
民

年
金

法
に

よ
る

被
保

険
者

の
資

格
の

取
得

の
届

出
、

年
金

で
あ

る
給

付
に

係
る

権
利

の
裁

定
若

し
く

は
支

給
の

停
止

の
解

除
又

は
受

給
権

者
に

係
る

届
出

に
関

す
る

事
務

3
7
,2
7
3
,6
8
3

厚
生

労
働

省
戦

傷
病

者
戦

没
者

遺
族

等
援

護
法

に
よ

る
年

金
で

あ
る

給
付

の
支

給
に

関
す

る
事

務
2
2
9
,4
6
0

農
林

漁
業

団
体

職
員

共
済
組
合

厚
生

年
金

保
険

制
度

及
び

農
林

漁
業

団
体

職
員

共
済

組
合

制
度

の
統

合
を

図
る

た
め

の
農

林
漁

業
団

体
職

員
共

済
組

合
法

等
を

廃
止

す
る

等
の

法
律

に
よ

る
年

金
で

あ
る

給
付

の
支

給
に

関
す

る
事

務
1
,8
3
1
,5
1
6

国
土

交
通

省
建

設
業

法
に

よ
る

建
設

業
の

許
可

に
関

す
る

事
務

4

建
設

業
法

第
２

７
条

の
２

第
１

項
に

規
定

す
る

指
定

試
験

機
関

建
設

業
法

に
よ

る
技

術
検

定
の

実
施

に
関

す
る

事
務

6
3
,0
6
8

建
設

業
法

第
２

７
条

の
１

９
第

１
項

に
規

定
す

る
指

定
資

格
者

証
交

付
機

関
建

設
業

法
に

よ
る

監
理

技
術

者
資

格
者

証
の

交
付

に
関

す
る

事
務

1
2
4
,3
4
2

宅
地

建
物

取
引

業
法

に
よ

る
宅

地
建

物
取

引
業

の
免

許
に

関
す

る
事

務
2

マ
ン

シ
ョ

ン
の

管
理

の
適

正
化

の
推

進
に

関
す

る
法

律
に

よ
る

同
法

第
４

４
条

第
１

項
若

し
く

は
第

３
項

又
は

第
５

９
条

第
１

項
の

登
録

に
関

す
る

事
務

5
9

不
動

産
の

鑑
定

評
価

に
関

す
る

法
律

に
よ

る
同

法
第

３
条

の
不

動
産

鑑
定

士
試

験
の

実
施

、
同

法
第

１
５

条
若

し
く

は
第

１
８

条
の

登
録

、
同

法
第

１
９

条
第

１
項

の
届

出
又

は
同

法
第

２
２

条
第

１
項

若
し

く
は

第
３

項
、

第
２

６
条

第
１

項
若

し
く

は
第

２
７

条
第

１
項

の
登

録
に

関
す

る
事

務

4
2
1

船
舶

法
に

よ
る

同
法

第
５

条
の

２
第

１
項

の
検

認
又

は
同

法
第

１
５

条
の

仮
船

舶
国

籍
証

書
に

関
す

る
事

務
2

小
型

船
舶

の
登

録
等

に
関

す
る

法
律

に
よ

る
同

法
第

２
５

条
第

１
項

の
交

付
又

は
同

条
第

５
項

の
検

認
に

関
す

る
事

務
1

航
空

法
に

よ
る

同
法

第
５

条
の

新
規

登
録

、
同

法
第

７
条

の
変

更
登

録
、

同
法

第
７

条
の

２
の

移
転

登
録

、
同

法
第

８
条

の
抹

消
登

録
、

同
法

第
２

２
条

の
航

空
従

事
者

技
能

証
明

、
同

法
第

３
１

条
第

１
項

の
航

空
身

体
検

査
証

明
又

は
同

法
第

３
５

条
第

１
項

第
１

号
の

許
可

に
関

す
る

事
務

5

気
象

庁
気
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地方公共団体における本人確認情報の利用状況について（平成18年度）

○ 都道府県知事、市町村長及びその他の執行機関は、それぞれ、住基法別表第二から第五まで
に掲げる事務の処理に関し、本人確認情報を利用することができる。

○ 平成18年度において、これらの事務の処理に関する本人確認情報の利用件数は、407.8万件
［346.0万件］（※）であった。

○ このうち、本人確認情報の利用件数の多い事務は、以下のとおり。
・ 一般旅券の発給事務 378.1万件［322.1万件］
・ 恩給法による年金の支給事務 12.8万件［ 12.5万件］
・ 被爆者援護法による医療特別手当等の支給事務 7.4万件［ 6.3万件］

○ 都道府県知事、市町村長及びその他の執行機関は、それぞれ、都道府県の条例に定める事務
の処理に関し、本人確認情報を利用することができる。

○ 平成19年7月現在においては、14都県［10県］において条例が制定されているところ。
○ 平成18年度において、都道府県の条例に定める事務の処理に関する本人確認情報の利用件数

は、15.8万件［12.0万件］であった。
○ このうち、本人確認情報の利用件数の多い事務は、以下のとおり。

・ 地方税の賦課、徴収、減免関係事務 14.9万件（9県）［11.4万件（7県）］
・ 条例による恩給等の支給関係事務 0.3万件（8県）［ 0.2万件（5県）］

１ 住基法別表に掲げる事務

２ 都道府県条例により定める事務

※ ［ ］内は平成17年度の数値
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本人確認情報の利用・提供に関する条例制定の状況（都道府県）

１　平成１９年から実施

都道府県名 項目 事務名
本人確認情報の
利用主体・提供先

住民基本台帳法
における根拠規定

条例施行年月日

東京都 1 恩給条例による年金の給付時の現況確認等 知事 第30条の8第1項第2号 H19.10.1

2 雇傭員条例による年金の給付時の現況確認等 知事 第30条の8第1項第2号 H19.10.1

3
都税納税通知書の返戻調査、催告書の返戻調査、減免手続時の住所確
認等

知事 第30条の8第1項第2号 H19.10.1

4 都税に関する過料の納入通知書の返戻調査等 知事 第30条の8第1項第2号 H19.10.1

5 嘱託を受けた他団体の徴収金の納税通知書の返戻調査等 知事 第30条の8第1項第2号 H19.10.1

6 東京都育英資金の返還金の債権回収時の返戻調査等 知事 第30条の8第1項第2号 H19.10.1

7 東京都公害防止管理者登録変更時の住所確認等 知事 第30条の8第1項第2号 H19.10.1

8 東京都公害防止資金の債権回収時の返戻調査等 知事 第30条の8第1項第2号 H19.10.1

9 中小企業施設改善資金の債権回収時の返戻調査等 知事 第30条の8第1項第2号 H19.10.1

10 中小企業設備近代化資金の債権回収時の返戻調査等 知事 第30条の8第1項第2号 H19.10.1

11 都市博中止に伴う融資資金の債権回収時の返戻調査等 知事 第30条の8第1項第2号 H19.10.1

12 下水道料金の債権回収時の返戻調査等 知事 第30条の8第1項第2号 H19.10.1

13 恩給条例による年金の給付時の現況確認等 教育委員会 第30条の8第2項 H19.10.1

岩手県 1
肥料取締法第4条の登録、同法第13条第1項の届け出、同法第16条の2
の届出、同法第22条の届出又は同法第23条の届出に関する事務

知事 第30条の8第1項第2号 H19.5.1

2 地方税法による県税の犯則事件の調査に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H19.5.1

3 採石法第32条の登録又は同法第32条の7第1項の届出に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H19.5.1

4 宗教法人法第25条第4項の提出に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H19.5.1
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都道府県名 項目 事務名
本人確認情報の
利用主体・提供先

住民基本台帳法
における根拠規定

条例施行年月日

5
土地収用法第3条各号のいずれかに該当するものに関する事業の用に
供する土地の取得に関する事務

知事 第30条の8第1項第2号 H19.5.1

6 薬事法第33条第1項の交付に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H19.5.1

7 戦没者等の妻に対する特別給付金支給法第3条の支給に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H19.5.1

8 戦傷病者特別援護法第4条の交付又は同法第5条の訂正に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H19.5.1

9 母子及び寡婦福祉法第31条の支給に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H19.5.1

10 戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法第3条の支給に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H19.5.1

11
戦傷病者等の妻に対する特別給付金支給法第3条第1項の支給に関する
事務

知事 第30条の8第1項第2号 H19.5.1

12 砂利採取法第3条の登録又は同法第9条第1項の届出に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H19.5.1

13
原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律第2条第2項の交付に関する
事務

知事 第30条の8第1項第2号 H19.5.1

14
中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律第2条第1項第1号から
第4号までに掲げる者の新事業等の支援に係る補助金の交付に関する
事務

知事 第30条の8第1項第2号 H19.5.1

15
中小企業の事業活動の活性化等のための中小企業関係法律の一部を改
正する法律第4条の規定による改正前の中小企業近代化資金等助成法
第3条第1項第1号の資金の貸付けに関する事務

知事 第30条の8第1項第2号 H19.5.1

16

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律第9条第1項の許可、同法第
12条第3項の承認、同法第15条第4項の許可、同法第19条第1項の登
録、同法第24条第1項の許可、同法第35条第3項の承認、同法第46条第
1項の届出又は同法第61条第4項の届出に関する事務

知事 第30条の8第1項第2号 H19.5.1

17
独立行政法人中小企業基盤整備機構法第15条第1項第3号ロ又はハの貸
付けに関する事務

知事 第30条の8第1項第2号 H19.5.1

18 岩手県退隠料等条例による年金である給付の支給に関す事務 知事 第30条の8第1項第2号 H19.5.1

19
岩手県県税条例による県税の賦課又は徴収（当該県税に係る延滞金、
過少申告加算金、不申告加算金、重加算金及び滞納処分費に係る徴収
を含む。）に関する事務

知事 第30条の8第1項第2号 H19.5.1

20
岩手県漁業管理条例第12条第1項の許可、同条例第13条第1項の納付又
は同条例第14条第1項の納付に関する事務

知事 第30条の8第1項第2号 H19.5.1
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都道府県名 項目 事務名
本人確認情報の
利用主体・提供先

住民基本台帳法
における根拠規定

条例施行年月日

21 岩手県収入証紙条例第5条第1項の売りさばき人の指定に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H19.5.1

22
屋外広告物条例第17条の登録又は同条例第21条第1項の届出に関する
事務

知事 第30条の8第1項第2号 H19.5.1

23
青少年のための環境浄化に関する条例第11条の2第3項の届出に関する
事務

知事 第30条の8第1項第2号 H19.5.1

24
浄化槽法施行条例第2条の登録又は同条例第6条第1項の届出に関する
事務

知事 第30条の8第1項第2号 H19.5.1

25
岩手県産業廃棄物税条例による産業廃棄物税の賦課又は徴収（当該産
業廃棄物税に係る延滞金、過少申告加算金、不申告加算金、重加算金
及び滞納処分費に係る徴収を含む。）に関する事務

知事 第30条の8第1項第2号 H19.5.1

26 ペレットストーブの普及の促進に係る補助金の交付に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H19.5.1

27
地震による被災建築物の危険度の判定を行う判定士の資格の認定に関
する事務

知事 第30条の8第1項第2号 H19.5.1

28 高齢者向けの住宅の改修等に係る相談員の登録に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H19.5.1

29 公有財産の売払いに関する事務

知事、議会、教育委
員会、公安委員会、
監査委員、人事委員

会、労働委員会

第30条の8第1項第2号
第30条の8第2項

H19.5.1

30 地方自治法第242条第1項の請求に関する事務 監査委員 第30条の8第2項 H19.5.1

31
公職選挙法第86条の届出又は同法第86条の4（漁業法第94条において
準用する場合を含む。）の届出に関する事務

選挙管理委員会 第30条の8第2項 H19.5.1

32
公職選挙法施行令第81条（漁業法施行令第9条において準用する場合
を含む。）の告示に関する事務

選挙管理委員会 第30条の8第2項 H19.5.1

広島県 1 自動車税及び自動車取得税の身体障害者等に対する減免 知事 第30条の8第1項第2号 H19.4.1

2 不動産取得税に係る課税標準等の特例適用 知事 第30条の8第1項第2号 H19.4.1

3 恩給等受給権調査（条例適用分） 知事 第30条の8第1項第2号 H19.4.1

4 心身障害者扶養共済掛金の年金受給権者の現況確認 知事 第30条の8第1項第2号 H19.4.1

5 看護師等修学資金及び介護福祉士修学資金貸付金の借受者の異動届出 知事 第30条の8第1項第2号 H19.4.1
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都道府県名 項目 事務名
本人確認情報の
利用主体・提供先

住民基本台帳法
における根拠規定

条例施行年月日

6 計量証明事業の登録 知事 第30条の8第1項第2号 H19.4.1

7
通知電気工事業者及びみなし登録電気工事業者の開始通知及び変更通
知

知事 第30条の8第1項第2号 H19.4.1

8 技能者の表彰（知事表彰） 知事 第30条の8第1項第2号 H19.4.1

9 肥料登録申請及び肥料登録証の書替交付申請 知事 第30条の8第1項第2号 H19.4.1

10
指定配合肥料生産業者，特殊肥料生産業者(輸入業者)の届出及び変更
届出

知事 第30条の8第1項第2号 H19.4.1

11 肥料販売業務の開始届出及び届出事項変更届出 知事 第30条の8第1項第2号 H19.4.1

12 砂利採取業及び採石業の登録申請及び登録事項変更届出 知事 第30条の8第1項第2号 H19.4.1

13 高等学校等奨学金及び高等学校定通修学奨励金の申請及び届出 教育委員会 第30条の8第2項 H19.4.1

14 県税その他徴収金の徴収に係る滞納者等の住所確認 知事 第30条の8第1項第2号 H19.4.1

15 地方税に係る犯則調査 知事 第30条の8第1項第2号 H19.4.1

16 個人事業税,不動産取得税及び自動車税に係る納税義務者の住所確認 知事 第30条の8第1項第2号 H19.4.1

17 法人県民税及び法人事業税に係る代表者等の住所確認 知事 第30条の8第1項第2号 H19.4.1

18 税外債権の徴収に要する住所・氏名等の確認（33種類）
知事

教育委員会
第30条の8第1項第2号

第30条の8第2項
H19.4.1

19 公共事業用地の取得（任意売買による土地取得） 知事 第30条の8第1項第2号 H19.4.1

20 住民監査請求 監査委員事務局 第30条の8第2項 H19.4.1

山口県 1 不動産取得税の軽減措置に係る申告等の事実の確認 知事 第30条の8第1項第2号 H19.3.13

2 納税通知書の返戻に係る納税義務者等の住所等の確認 知事 第30条の8第1項第2号 H19.3.13

3 督促状等の返戻に係る納税義務者等の住所等の確認 知事 第30条の8第1項第2号 H19.3.13

4 軽油引取税の犯則事件に係る犯則嫌疑者等の住所等の確認 知事 第30条の8第1項第2号 H19.3.13
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２　平成１８年以前から実施

都道府県名 項目 事務名
本人確認情報の
利用主体・提供先

住民基本台帳法
における根拠規定

条例施行年月日

宮城県 1 鳥獣の捕獲の許可等に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H16.4.1

2 県吏員恩給条例による年金の給付に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H16.4.1

3 港湾管理条例による指定施設使用の許可に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H16.4.1

4 宮城県高等看護学校の学生に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H16.4.1

5
地方税法によるゴルフ場利用税又は軽油引取税等犯則事件の調査に関
する事務

知事 第30条の8第1項第2号 H17.4.1

6 事業税、不動産取得税、自動車税の賦課等に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.4.1

7 自動車税の減免に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.4.1

8 産業廃棄物税等の徴収に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.4.1

9 損害補償の支給に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.4.1

10 非常勤職員公務災害補償条例による補償に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.4.1

11 公有財産の取得、管理及び処分に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.4.1

12 屋外広告業の登録に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.10.6

13 開発行為の許可及び開発許可に基づく地位の継承に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.10.6

秋田県 1 退職年金等の支給に係る生存の事実等の確認 知事 第30条の8第1項第2号 H17.4.1

2 県税に係る犯則事件の嫌疑者等の生存の事実、住所、氏名の確認 知事 第30条の8第1項第2号 H17.4.1

3 県税の賦課徴収に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.4.1

4 産業廃棄物税の賦課徴収に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.4.1
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都道府県名 項目 事務名
本人確認情報の
利用主体・提供先

住民基本台帳法
における根拠規定

条例施行年月日

5 小児慢性特定疾患医療受診券の交付に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.4.1

6 浄化槽保守点検業者の登録に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.4.1

7 狩猟免状及び狩猟者登録の変更の届出に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.4.1

8 鳥獣の捕獲・採取、指定猟法の許可に係る変更の届出に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.4.1

9 屋外広告業の登録に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.7.1

福島県 1 福島県職員恩給条例による年金の給付事務 知事 第30条の8第1項第2号 H16.4.1

2 浄化槽保守点検業者の登録事務 知事 第30条の8第1項第2号 H16.4.1

3 薬事法による配置従事者身分証明書の交付事務 知事 第30条の8第1項第2号 H16.4.1

4 県税徴収事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.4.1

5 県税賦課事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.4.1

6 不動産取得税の課税標準の特例の適用事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.4.1

7 身体障害者等に係る自動車税の減免事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.4.1

8 図書類等自動販売機等の設置等の届出事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.4.1

9 採石業者の登録事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.4.1

10 土地改良区役員の就任等の届出事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.4.1

11 砂利採取業者の登録事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.4.1

12 保健師等修学資金貸付事務 知事 第30条の8第1項第2号 H18.4.1

13 理学療法士等修学資金貸付事務 知事 第30条の8第1項第2号 H18.4.1

14 遊漁船業者の登録事務 知事 第30条の8第1項第2号 H18.4.1
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住民基本台帳法
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15 屋外広告業者の登録事務 知事 第30条の8第1項第2号 H18.4.1

茨城県 1 県税の賦課・徴収事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.4.1

2 農地転用等に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H14.9.1

3 農業改良資金貸付事務 知事 第30条の8第1項第2号 H14.9.1

4 漁業の免許，許可事務 知事 第30条の8第1項第2号 H14.9.1

5 漁船登録，許可事務 知事 第30条の8第1項第2号 H14.9.1

6 県退職年金等に関する事務 知事・教育委員会 第30条の8第1項第2号 H14.9.1

岐阜県 1 岐阜県職員退隠料給与条例による年金である給付の支給に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H15.4.1

滋賀県 1
地方税法または市町の条例による個人の市町民税等の賦課・徴収に関
する事務

市町長 第30条の7第4項第2号 H17.12.1

2 肥料取締法による普通肥料生産の登録等に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.12.1

3
地方税法または滋賀県税条例による個人事業税等の賦課・県民税等の
徴収に関する事務

知事 第30条の8第1項第2号 H17.12.1

4
地方税法、滋賀県条例または滋賀県産業廃棄物税条例による産業廃棄
物税の徴収に関する事務

知事 第30条の8第1項第2号 H17.12.1

5 地方税法による犯則事件調査に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.12.1

6 採石法による採石業の登録・届出に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.12.1

7 自然公園法による特別地域内の許可に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.12.1

8 砂利採取法による砂利採取業の登録・届出に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.12.1

9 鳥獣保護法による狩猟免許試験の実施・届出に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.12.1

10 滋賀県職員退隠料条例による年金給付の支給に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.12.1

11 学校職員退職年金条例による年金給付の支給に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.12.1
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条例施行年月日

12 滋賀県立自然公園条例による特別地域内の許可に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.12.1

13 滋賀県非常勤職員公務災害補償条例による公務災害に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.12.1

14 滋賀県屋外広告物条例による屋外広告業に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.12.1

15 滋賀県浄化槽保守点検業者条例による浄化槽保守点検業に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.12.1

16 滋賀県社会福祉士修学資金条例による修学資金貸与に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.12.1

17 介護保険法施行令による実務研修受講試験に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.12.1

18 改正前中小企業近代化資金等助成法による資金貸付けに関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.12.1

19 独立行政法人中小企業基盤整備機構法による資金貸付けに関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.12.1

20 土地収用法による土地取得に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H17.12.1

21 地方自治法による監査に関する事務 監査委員 第30条の8第2項 H17.12.1

22 道路交通法による安全運転管理者の届出に関する事務 公安委員会 第30条の8第2項 H17.12.1

23 土地収用法による土地収用に関する事務 収用委員会 第30条の8第2項 H17.12.1

兵庫県 1 農薬取締法による農薬販売業者の届出に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H16.7.1

2 土地改良区役員就任の届出､氏名･住所変更の届出 知事 第30条の8第1項第2号 H16.7.1

3 土地改良区清算人の届出､氏名･住所変更の届出 知事 第30条の8第1項第2号 H16.7.1

4 地方税法による軽油引取税等犯則事件調査に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H16.7.1

5 採石法による採石業者の登録等に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H16.7.1

6 農地法による農地転用許可等に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H16.7.1

7 都市計画法による開発行為の許可等に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H16.7.1
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8 卸売市場法による地方卸売市場の開設許可等に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H16.7.1

9 被爆者援護法による被爆者健康手帳に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H16.7.1

10 個人事業税の賦課に係る納税義務者の住所等の確認 知事 第30条の8第1項第2号 H16.7.1

11 自動車税の賦課に係る納税義務者の住所等の確認 知事 第30条の8第1項第2号 H16.7.1

12 不動産取得税の賦課に係る納税義務者の住所等の確認 知事 第30条の8第1項第2号 H16.7.1

13 県税その他徴収金の徴収に係る滞納者等の住所等の確認 知事 第30条の8第1項第2号 H16.7.1

14 自動車税の減免に係る対象者の住所等の確認 知事 第30条の8第1項第2号 H16.7.1

15 既存住宅・住宅用土地の取得に係る不動産取得税の特別控除等 知事 第30条の8第1項第2号 H16.7.1

16 阪神淡路大震災に係る不動産取得税の減免 知事 第30条の8第1項第2号 H16.7.1

17 恩給条例による恩給の支給に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H16.7.1

18 青少年愛護条例による自動販売機図書販売届出に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H16.7.1

19 浄化槽保守点検業登録条例による保点業者の登録等に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H16.7.1

20 土地収用法に掲げる事業用地の取得に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H16.7.1

21 介護福祉士法による介護福祉士等修学資金貸付に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H16.7.1

22 病害虫防除業の届出に関する事務 知事 第30条の8第1項第2号 H16.7.1

23 学校職員退職年金条例による退職年金の給付に関する事務 教育委員会 第30条の8第2項 H16.7.1

24 公職選挙法による立候補の届出に関する事務 選挙管理委員会 第30条の8第2項 H16.7.1

25 土地収用法による土地の収用の裁決等に関する事務 収用委員会 第30条の8第2項 H16.7.1

26 地方税法による個人の市町民税等の賦課・徴収に関する事務 市町長 第30条の7第4項第2号 H16.7.1
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27 土地収用法に掲げる事業用地の取得に関する事務 市町長 第30条の7第4項第2号 H16.7.1

鳥取県 1
栄養士法(昭和22年法律第245号)による同法第4条第1項の免許に関す
る事務であって規則で定めるもの

知事 第30条の8第1項第2号 H16.10.15

2
温泉法(昭和23年法律第125号)による同法第15条第1項の登録に関する
事務であって規則で定めるもの

知事 第30条の8第1項第2号 H16.10.15

3
廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則(昭和46年厚生省令第35
号)による同省令第9条第2号又は同省令第10条の3第2号の指定に関す
る事務であって規則で定めるもの

知事 第30条の8第1項第2号 H16.10.15

4

鳥取県営住宅の設置及び管理に関する条例(昭和34年鳥取県条例第49
号)による同条例第6条第2項の決定若しくは同条例第9条の5第3項の意
見の申出(鳥取県特別県営住宅の設置及び管理に関する条例(昭和43年
鳥取県条例第5号)第8条においてこれらの規定を準用する場合を含
む。)又は鳥取県営住宅の設置及び管理に関する条例第19条第3項の意
見の申出に関する事務であって規則で定めるもの

知事 第30条の8第1項第2号 H16.10.15

5
鳥取県立社会福祉施設の設置及び管理に関する条例(昭和39年鳥取県
条例第11号)による同条例第3条の許可(鳥取県立岩井長者寮に係るも
のに限る。)に関する事務であって規則で定めるもの

知事 第30条の8第1項第2号 H16.10.15

6
鳥取県営鳥取空港の設置及び管理に関する条例(昭和42年鳥取県条例
第24号)による同条例第12条の許可に関する事務であって規則で定め
るもの

知事 第30条の8第1項第2号 H16.10.15

7
鳥取県心身障害者扶養共済制度に関する条例(昭和45年鳥取県条例第
12号)による同条例第4条第1項の承認又は同条例第14条の2第1項の脱
退一時金の給付に関する事務であって規則で定めるもの

知事 第30条の8第1項第2号 H16.10.15

8
消費生活の安定及び向上に関する条例(昭和55年鳥取県条例第5号)に
よる同条例第15条の資金の貸付けその他の援助に関する事務であって
規則で定めるもの

知事 第30条の8第1項第2号 H16.10.15

9
鳥取県青少年健全育成条例(昭和55年鳥取県条例第34号)による同条例
第12条の3第1項若しくは第2項又は同条例第17条の3第1項若しくは第2
項の届出に関する事務であって規則で定めるもの

知事 第30条の8第1項第2号 H16.10.15

10
　廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則(昭和58年鳥取県規則
第18号)による同規則第8条第5項の指定又は同規則第9条第2項の届出
に関する事務であって規則で定めるもの

知事 第30条の8第1項第2号 H16.10.15

島根県 1 恩給条例による受給権者等の生存確認及び住所確認 知事 第30条の８第1項第2号 H18.4.1

2 議員その他非常勤公務災害の補償事務 知事 第30条の８第1項第2号 H18.4.1
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3 不動産取得税に係る住宅控除・減額要件のうち住所要件の確認 知事 第30条の８第1項第2号 H18.4.1

4 高圧ガス製造責任者・高圧ガス販売主任者の免状交付 知事 第30条の８第1項第2号 H18.4.1

5 火薬類製造保安責任者の免状の書き換え 知事 第30条の８第1項第2号 H18.4.1

6 浄化槽保守点検業者の登録 知事 第30条の８第1項第2号 H18.4.1

7 産廃リサイクル施設等整備促進事業補助金の交付申請 知事 第30条の８第1項第2号 H18.4.1

8 産廃搭載車両計量装置整備促進事業費補助金の交付申請 知事 第30条の８第1項第2号 H18.4.1

9 農薬取締法による農薬販売者の届出 知事 第30条の８第1項第2号 H18.4.1

10 肥料取締法に規定する特殊肥料の生産業者等の届出 知事 第30条の８第1項第2号 H18.4.1

11 家畜人工授精師免許証の書換え 知事 第30条の８第1項第2号 H18.4.1

12 新規自営業希望者に対する漁労技術取得等に関する研修計画書の受理 知事 第30条の８第1項第2号 H18.4.1

13 漁船法に規定する動力漁船の転用許可・変更及び漁船の登録 知事 第30条の８第1項第2号 H18.4.1

14 遊漁船法に規定する遊漁船業者の登録 知事 第30条の８第1項第2号 H18.4.1

15 中小企業高度化資金の貸付申請 知事 第30条の８第1項第2号 H18.4.1

16 公拡法に規定する土地の譲渡の届出及び土地の買取希望の申出 知事 第30条の８第1項第2号 H18.4.1

17 採石業者の登録 知事 第30条の８第1項第2号 H18.4.1

18 砂利採取業者の登録 知事 第30条の８第1項第2号 H18.4.1

19 都市計画法に規定する開発許可申請 知事 第30条の８第1項第2号 H18.4.1

20 宗教法人法に規定する宗教法人備付書類提出義務者の住所確認 知事 第30条の８第1項第2号 H18.4.1

21 県税の賦課に係る納税義務者の住所確認 知事 第30条の８第1項第2号 H18.4.1
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22 県税その他徴収金の徴収に係る滞納者の住所確認 知事 第30条の８第1項第2号 H18.4.1

23
ゴルフ場利用税及び経由引取税の犯則調査に係る納税義務者の住所確
認

知事 第30条の８第1項第2号 H18.4.1

24 中小企業高度化資金の債権管理 知事 第30条の８第1項第2号 H18.4.1

25 中小企業設備近代化資金の債権管理 知事 第30条の８第1項第2号 H18.4.1

26 公共事業用地の取得に係る権利者の住所確認 知事 第30条の８第1項第2号 H18.4.1

27
県行治水造林条例に規定する分収造林契約の契約当事者の住所及び生
存確認

知事 第30条の８第1項第2号 H18.4.1

28 県立高校の入学者選抜の出願手続 教育委員会 第30条の８第2項 H18.4.1

29 県教育委員会奨学資金の返還義務者の異動届 教育委員会 第30条の８第2項 H18.4.1

30 高校奨学資金の貸与者、返還義務者、連帯保証人の異動届 教育委員会 第30条の８第2項 H18.4.1

31 収用・使用の裁決・協議、明渡裁決の申立 収用委員会 第30条の８第2項 H18.4.1

32 収用・使用の裁決・協議、明渡裁決の申立 収用委員会 第30条の８第2項 H18.4.1

長崎県 1
長崎県吏員恩給条例(大正12年長崎県告示第688号)による年金である
給付の支給に関する事務

知事 第30条の8第1項第2号 H15.8.1

2

被爆体験による精神的要因に基づく健康影響が認められる者に対し、
関連する疾患及び症状について、医療費の支給等を行うことにより、
その者の健康の保持と向上に資することを目的として国において実施
する被爆体験者精神影響等調査研究事業の事務であって、対象区域内
に居住する受給者が長崎市から対象区域内の他の市町村へその居住地
を移した場合の届出の受理に関する事務

知事 第30条の8第1項第2号 H15.8.1

3
長崎県税条例(昭和47年長崎県条例第7号。以下本項において「条例」
という。)の規定による不動産取得税、自動車税又は自動車取得税の
減免等に関する事務

知事 第30条の8第1項第2号 H16.8.1

4
入会林野等に係る権利関係の近代化の助長に関する法律(昭和41年法
律第126号)第3条の規定による入会林野整備の計画の認可の申請に係
る事実についての審査又はその申請に対する応答

知事 第30条の8第1項第2号 H16.8.1
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住

基
ネ

ッ
ト

の
活

用
に

つ
い

て

１
現

在
の

社
会

保
険

庁
に

お
け

る
住

基
ネ

ッ
ト

の
活

用

社
会

保
険

庁
に

お
い

て
は

、
住

民
基

本
台

帳
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
シ

ス
テ

ム
（

住
基

ネ
ッ

ト
）

か
ら

、
本

人
確

認
情

報
の

提
供

を
受

け
て

、

①
2
0
歳

到
達

者
情

報
の

取
得

に
よ

る
国

民
年

金
の

加
入

勧
奨

（
平

成
1
5
年

4
月

～
）

②
裁

定
請

求
の

際
の

住
民

票
の

写
し

の
添

付
省

略
（

平
成

1
5
年

1
0
月

～
）

③
年

金
受

給
権

者
の

生
存

確
認

に
よ

る
現

況
届

の
省

略
（

平
成

1
8
年

1
0
月

～

（
1
2
月

生
月

者
か

ら
省

略
の

対
象

）
）

を
実

施
し

て
い

る
。

２
今

後
の

住
基

ネ
ッ

ト
活

用
に

よ
る

サ
ー

ビ
ス

拡
充

「
国

民
年

金
事

業
等

の
運

営
の

改
善

の
た

め
の

国
民

年
金

法
等

の
一

部
を

改
正

す
る

法
律

」
に

お
い

て
関

係
法

律
を

改
正

し
、

今
後

、
さ

ら
に

、
次

の
サ

ー
ビ

ス
拡

充
を

図

る
こ

と
と

し
て

い
る

。

(
1
)

国
民

年
金

の
未

加
入

者
対

策
（

平
成

1
9
年

度
～

）

３
４

歳
に

到
達

し
た

者
の

本
人

確
認

情
報

を
住

基
ネ

ッ
ト

か
ら

取
得

し
、

国
民

年

金
が

適
用

さ
れ

て
い

な
い

者
（

未
加

入
者

）
に

対
し

て
資

格
取

得
届

出
の

勧
奨

を
行

う
。

(
2
)

国
民

年
金

、
厚

生
年

金
等

の
被

保
険

者
等

の
住

所
変

更
等

の
届

出
の

省
略

（
平

成
2
3
年

4
月

～
）

現
在

、
国

民
年

金
、

厚
生

年
金

等
の

被
保

険
者

・
年

金
受

給
権

者
の

住
所

等
が

変

更
に

な
っ

た
場

合
に

は
、

市
町

村
又

は
事

業
所

を
通

じ
て

届
け

出
て

い
た

だ
い

て
い

る
。

こ
れ

に
つ

い
て

、
住

基
ネ

ッ
ト

か
ら

被
保

険
者

・
年

金
受

給
権

者
の

本
人

確
認

情
報

を
取

得
し

、
日

本
年

金
機

構
に

お
い

て
記

録
を

変
更

す
る

こ
と

に
よ

り
、

住
所

変
更

等
の

届
出

が
不

要
と

な
る

。

1
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厚生年金・国民年金における被保険者の住所変更等の届出の省略について

（現行制度）

（改正案）

社会保険庁
市町村

事業主

２号被保険者１号被保険者

１号被保険者 ２号被保険者

（１号被保険者の情報） （２号被保険者の情報）

（１号及び２号被
保険者の情報）

住基ネット

氏名、住所等の

変更の届出

改正により廃止され
る手続

改正により新設され
る情報提供

（２号被保険者の情報）

※既存住基から情報を抽出
し、媒体で提供

氏名、住所等の変更の届出
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